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はじめに

医療・福祉系養成施設（以下、養成施設という。）を取り巻く環境は、さまざまな面で変化が生

じています。本事例集は、養成施設において、過去の経験則では対処が難しいトラブルや学生の保

護者からクレームがあった場合に、どのように解決を図るのが望ましいかについて纏めたものです。

当会に寄せられた養成施設からのご相談を一般的な形に書き直し、当会の顧問である蒔田覚弁護

士に、事例ごとにそれぞれの対処方法を具体的に提言いただきました。

養成施設では臨地実習（以下、実習という。）が必須となっていますが、学生等とのトラブルも

実習に関わる出来事が多くを占めています。実習先病院の患者さん等の個人情報を学生が不適切に

取り扱った事例や、実習の成績評価に対する学生からのクレーム事例など、養成施設に特有な実習

における多様なトラブル事例とその対処方法についても紹介しています。

また近年は、教員からハラスメントを受けたとして学生やその保護者が学納金の返還を求める事

例など、養成施設と学生との間にハラスメントについてのさまざまなトラブルが発生しています。

当会にもハラスメントに関する多くの相談が寄せられており、ハラスメント問題に対する関心の

高さが窺われるところです。そこで本事例集ではハラスメントについてのトラブル事例を4例紹介

することとしました。

本事例集が、養成施設の教職員の皆さまのご参考になりましたら幸いです。

なお、本事例集で紹介している内容はあくまでも参考事例であり、実際にトラブルが発生した場

合は弁護士や当会の担当者にご相談いただくことや、「学校教育活動賠償責任保険」の活用をお勧

めします。「学校教育活動賠償責任保険」については、巻末に概要等と保険金をご紹介しておりま

すのでご参照ください。

2024年11月29日

一般社団法人日本看護学校協議会共済会

会長　荒川　眞知子
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第1章　学校運営に関するクレーム想定事例と対応案

弁護士　蒔田 覚　

1．パワーハラスメントについての相談

事例 1	 �パワーハラスメントを根拠にして救済措置を	
求められた事例

実習を行っていた学生が、実習指導教員の言葉によるパワーハラスメントに傷つき実習

の継続ができなくなったと主張し、休学をしている。学生からは、「実習指導教員のパワー

ハラスメントが原因なので休学期間を考慮せず、進級させてほしい。」との希望が示され

た。

学校から進級が困難と伝えたところ、今度は保護者から、進級できないのであれば、復

学は困難で退学をせざるを得ないとして、以下のような要求があった。

〇保護者からの要求内容

　◦�実習指導教員のパワーハラスメントが原因で現況を招いたので、収めた学納金の返

還を求める。

　◦当該実習指導教員を解雇してほしい。

　◦都道府県に事案を報告してほしい。

学校は、この要望に応じねばならないのか。

 弁護士による提言

学校には学生の修学環境を整える義務があります。パワーハラスメントは修学環境を害する行為

ですので、日頃から、このような行為が起こらないような環境を整備することが求められます。

もっとも、「必要かつ相当な教育指導」の範疇であれば、それが厳しいものであったとしてもパ

ワーハラスメントとは評価されません。

仮にパワーハラスメントと評価された場合には、学校として損害賠償義務を負うことになります

が、単位認定や進級が義務づけられるものではありません。学生や両親の要求に応じねばならない
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法的義務はありませんので、学校としては是々非々の対応をするとよいでしょう。

	 パワーハラスメントの訴えがあった場合の対応について

パワーハラスメントは修学環境を害する行為です。そこで、学生側からパワーハラスメントの訴

えがあった場合には、学校としては、まず、どのような場面において、どのような指導があったの

か具体的状況（❶いつ、❷どこで、❸誰が、❹誰に対して、❺具体的にどのようなことをしたのか、

❻その理由）を確認することになります。

教員には学生を指導・教育する責任があり、その教育・指導方法には教員の裁量があります。学

生が教員の指導に不満を抱いたとしても、「業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの」と評価され

ない限りはパワーハラスメントには該当しません。

「必要かつ相当な教育指導」の範疇に含まれるのかを判断するには、①当該学生の学習態度、②

問題となる言動に至った経緯、回数、具体的状況、③注意や指導を受けた後の学生の態度や改善状

況などについて、各当事者の言い分を丁寧に聴取するだけでなく、状況を知りうる関係者からの事

情聴取、その他客観的な資料の収集などが求められます。

その結果、「業務上必要な教育指導」の範疇を超えたものと評価された場合には、パワーハラス

メントがあったことを前提とした対応を検討することになります。また、業務関連性があり、教育

指導目的からの言動で、かつ手段も相当であった場合にはパワーハラスメントはなかったこととし

て対応することになります。もっとも、ハラスメントではないと評価された場合でも受け手である

学生がハラスメントと感じていたのでは、目的とした教育・指導効果は十分に発揮されません。そ

こで、良好な修学環境の整備という観点から、より望ましい教育指導方法について学校として検討

することが大切です。

	 パワーハラスメントが認定された場合の対応

パワーハラスメントの影響で学生が休学に至ったとしても、単位認定に必要な履修ができていな

い以上、進級させることはできません。もっとも、学校としては、復学支援を行いつつ、他の教員

の下での再履修などの代替手段は検討されてもよいでしょう。

学校として復学準備に向けた環境整備に努めたにもかかわらず、学生側が退学を選択したのであ

れば、これを受理するということでやむを得ません。この場合、学校としては、授業や実習を提供

していますので、退学したからといって学納金の返還に応じる必要はありません。なお、パワーハ

ラスメントが不法行為に該当するような場合には、当該教員およびその使用者である学校に損害賠

償義務が発生することになります（民法第709条、民法第715条第1項）。その結果、当該行為と相

当因果関係のある範囲内で損害を賠償することになります。

	 教員の解雇について

当該実習指導教員を解雇するか否かは学校として判断すべき事柄です。そもそも、保護者の「解

雇してほしい。」との申入れは学生側の希望にすぎず、この申入れに法的拘束力はありません。
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教員の教育指導に不適切な点がなければ（適正な指導の範疇であれば）、仮に指導により学生が

精神的に傷ついたとしても、懲戒処分の対象とはなりません。調査の結果、悪質なパワーハラスメ

ントとして、就業規則に抵触する行為が確認されたのであれば、学生側の申入れいかんにかかわら

ず、就業規則違反として懲戒処分を検討することになります。

なお、懲戒処分を行う場合には、告知聴聞等の必要な手続（適正手続）を経た上で、当該行為の

態様に応じた処分であること（処分の相当性）が求められます。根拠のない懲戒処分や、当該行為

の性質に照らして不当に重い処分を行うと、その処分自体が争われることになります。懲戒処分は

労働者の地位をはく奪するという最も重い処分ですので、それに見合うだけの悪質性が認定されな

ければ、不当解雇として解雇処分は無効となります。

	 都道府県への報告の必要性

いじめ防止対策推進法では、「高校以下」の児童（18歳未満）等を対象とした学校については、

重大事態が発生した場合に都道府県知事に報告義務を規定しています。成人（18歳）以上の学生

を対象とする学校には、同法上の報告義務はありませんので都道府県へ報告するかは、学校として

判断する事柄となります。もっとも、学生や保護者から都道府県に対して苦情が述べられることも

あります。学校として調査した正確な調査結果を都道府県と共有しておくことで、都道府県におい

て適切な対応が期待されます。学校側として隠蔽を図ったかのような誤解を招かないためにも、都

道府県への報告は前向きに検討されてもよいでしょう。
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事例 2　�教員のパワーハラスメントを理由に退学と学納金の	
返還が求められた事例

教員が、学生の学習意欲を喚起するため、講義中にクラス全員に向かって「やる気のな

い学生は進級できないですよ。」と話した。成績不良の学生の一人が、自分のことを言わ

れたと思い込み、保護者に「パワーハラスメントの被害に遭ったので学校を辞めたい。」

と伝えて登校しなくなった。学校として、学生と数回面談を行い、担当教員からも事情を

聴くなどして修学環境の調整に努めたが、学生が登校することはなかった。

その後、学生の保護者が、教員によるパワーハラスメントがあったとして抗議のため来

校。保護者からはパワーハラスメントのために学生が登校することができずに退学せざる

をえない状況になったとして、入学金、並びに授業料・教育実習費・施設設備費の返還を

求められた。応じなければ、弁護士を通じて学校を訴えるとの発言もあった。

今後、どのように対応すればよいか。

 弁護士による提言

ご相談のケースでは、「ハラスメント対応」と「学納金返還」の問題とを関連づける必要はあり

ません。正式に学生から「退学」の申出があれば、通常の退学処理を行えば足り、入学金、授業料

等の学納金の返還に応じる必要はありません。

	 ハラスメント対応について

ハラスメントの訴えに対しては、修学環境を整えることが最も重要であり、既に学校として学

生、担当教員に事情を確認するなど適切な対応をしています。

直接学校に関するものではありませんが銀行での就業環境が問題となった事案において、叱責が

業務上の指導の範囲を逸脱し、社会通念上違法であったとまでは認められないとして不法行為責任

（民法第709条）を否定しながら、就業環境を整える配慮をしなかったことをもって、使用者の安

全配慮義務を認めた裁判例（徳島地方裁判所平成30年7月9日判決）もあります。

そこで、調整が難しい事案ではハラスメント委員会を設置し、調査・検証を行うことも検討する

とよいでしょう。ハラスメント委員会では、学生、教員の主張を公平に聴取し、またその場にいた

学生や教員などからも状況を確認し、事実関係を確定した上で、改善策を検討することになりま

す。本件では当該学生の訴えを前提としても、これのみをもって適正な指導の範囲を超えたハラス

メントとまでの評価は難しい印象ですが、結論ありきではなく背景的事情も含めてハラスメント委

員会において調査した上で、適正に判断をすることになります。なお、ハラスメント委員会では、
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良好な「修学環境」を整えるという目的で調査を行い、必要に応じて環境調整（提言）等を行うこ

とになります。仮にハラスメント委員会の調査において教員による悪質なパワーハラスメントが

あったと評価された場合には、別に「懲罰委員会」を設置し、懲戒事由の有無、処分の必要性、程

度等を検討することになります。

ハラスメント委員会と懲罰委員会とでは、その目的、役割が大きく異なりますので、ハラスメン

ト委員会を責任追及の場とすることがあってはなりません。

	 学納金返還について

「入学金」は、入学許可手続に必要なものであり、実際に入学を許可している以上、返金義務は

ありません。また「授業料」「教育実習費」「施設設備費」の性格についても、学校という性格を鑑

み、それぞれ「授業を受ける地位」「教育実習を受ける地位」「施設設備を利用しうる地位」の対価

と評価するのが自然です。当該学生も通学していた事実がありますので、客観的にもこれらの地位

を享受していたことが明白です。学生が登校を拒否したとしても、これは学生の都合にすぎず、上

記各地位を有していることに変わりありません。退学の場合も、学生が享受した地位を一方的に放

棄したにすぎないとの評価が可能です（学校として提供しうるものは全て提供しているといえ、利

用するか否かは学生側の事情にすぎません。）。 以上のとおり、学生側からの学納金返還に応じる

義務はないものと評価します。

なお、このような疑義を生じないためには、学則、入学手続要項等で、『既納の納入金は理由の

如何にかかわらず返還しないこと』を明確にしておくとよいでしょう。

	 弁護士を通じて学校を訴えるとの発言について

学生側が弁護士に依頼するか否かによって学校側の基本的姿勢を変えることがあってはなりませ

ん。学生側が弁護士に依頼して同様の請求をしてきたとしても、学納金返還には応じられないと回

答すれば足ります。

なお、教員のパワーハラスメントが社会通念上受任すべき限度（受任限度）を超えるような悪質

なものであった場合には別途損害賠償請求の対象となり得ます（民法第709条・第715条第1項）

が、そのことと学納金の返還に応じることとは法的性格が全く異なりますので、学納金返還につい

ての対応を変える必要はありません。
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事例 3　�パワーハラスメントを受けたと主張する学生が	
仲裁機関に調停を申したてた事例

学生の成績不良を理由にして当該学生を留年処分としたところ、学生側は進級できない

のであれば退学するとして、退学届を提出した。

ところが、このような経過に不満を抱いた学生は、教員のパワーハラスメントが原因で

成績不良に陥り留年となり退学せざるを得なくなったと主張して、弁護士会紛争解決セン

ターに、①就学に要した諸費用、②精神的損害による慰謝料の支払いなどを求める申立て

をした。

このような手続に応じなければならないのか。この手続を利用するメリットはあるのか。

 弁護士による提言

学校として紛争解決センターでの手続に応じねばならない義務はありません。もっとも、この手

続を利用することにより、柔軟な早期解決となることもあります。紛争解決の方法の1つとして、

このような裁判外紛争処理手続（ADR）の利用も検討するとよいでしょう。

	 紛争解決センターとは

我が国においては、裁判所が、事実関係を認定し、法律を適用して紛争を終局的に解決する手続

として、裁判制度が整備されています。裁判制度は、弁護士などの専門家に委任しなくとも利用可

能ですが、学校として対応しようとすれば現実には弁護士への委任が必要となります。厳格な手続

であるため、裁判での解決には、時間を要し、費用も嵩みます。また、法律の厳格な適用によっ

て、必ずしも当事者の望む結論が得られるとは限りません。

当事者間での話合いによる柔軟な解決が可能であればこれが理想であり、民事訴訟などの裁判制

度は当事者間での話合いが困難な場合の最終手段ともいえます。現在では、裁判外紛争処理手続

（ADR）も充実しており、第三者的立場の専門家が間に入り、話合いでの解決の橋渡しをしていま

す。弁護士会紛争解決センターも、このようなADR機関の1つです。

ADRでは、柔軟な解決を目指し、まずは話し合いによる解決を探ります。また話合いが困難な場

合には、当事者双方の仲裁合意に基づいて、仲裁人による紛争の解決基準（仲裁判断）を求めるこ

とも可能です。この仲裁判断には、確定した判決と同じ効力が認められており、不満があっても後

から裁判で争うことは原則としてできません。

	 紛争解決センターへの申立てに対する対応

ADRに応じる法的義務はなく、これを拒否したとしても不利益はありませんので、学校として、
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留年処分、その後の退学手続に不適切な点がないと判断し、話合いの余地がないということであれ

ば、不応諾としてADRに応じないということになります。

もっとも、学校として歩み寄れる部分があるのであれば、ADRにおいて終局的解決を目指すとい

う対応もあり得ます。ADRに応諾したとしても、仲裁合意をしない限り、学校側の意向に反した解

決がなされることはありません。双方の見解が平行線で話合いによる解決が困難と判断した場合に

は、ADRの打切を求めることも可能です。

その結果、裁判へと発展したとしても、学校側が誠実に対応したという記録が残ります。若干の

費用はかかりますが、裁判手続ほど高額なものではありませんし、概ね3回程度の期日が想定され

ていますので、ADRに参加することの負担は大きくありません。あっせん委員は公平な立場で対応

しますので、公平な立場の弁護士の仲介を期待して、学校側で弁護士に委任しなくとも対応できる

というメリットもあります。

パワーハラスメントの有無にもよりますが、学校として、不満を抱いている学生側に説明を尽く

すという観点から、ADRに応諾することも検討されるとよいでしょう。

	 ADRによる解決について

単位認定には学校の裁量があり、基本的には司法審査の対象とはなりません。パワーハラスメン

との有無にかかわらず、学生が単位認定可能な水準に達していないのであれば単位認定をすること

があってはなりません。

本件において学生側は、教員のパワーハラスメントが原因で成績不良に陥り留年となり退学せざ

るを得なくなったと主張していますが、単位認定・留年処分の取消し・復学などは求めてはいない

ようです。その意味では、パワーハラスメントに基づく損害賠償を求めているという理解が可能で

す。

パワーハラスメントの事実があったのであれば、これを行った教員、および学校は連帯して損害

を賠償する義務があります（民法第709条、第715条第1項）。一方、パワーハラスメントの事実が

ないのであれば、本件において学校として金銭的な支払いに応じる義務はありません。法的解決

は、このようにオールオアナッシング（all-or-nothing）なものとなります。

学校側としてパワーハラスメントがあったか否かによって法的評価は全く異なりますので、まず

は学校としてパワーハラスメントがあったか否かの調査が必要となります。その具体的な方法につ

いては【事例1】を参照してください。

なお、学校としてパワーハラスメントはないという見解であったとしても、裁判手続と異なり、

ADRはあくまでも話合いでの解決を目的としますので、学校としての基本的認識を前提としつつ、

結果として学生に不満を抱かせてしまったことなどを考慮して、一定の金銭的支払いをすることに

より終局的解決を図るということもあり得ます。

民事紛争では、裁判所による法的解決のみが唯一の正解という訳でもありませんので、このよう

な柔軟な解決を図れるというのもADRの強みともいえるでしょう。
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事例 4　�実習指導員のパワーハラスメントにより、	
学生が心療内科に通院している事例

学生Aと学生Bは、実習中の実習指導教員の言葉に傷つき実習を継続できなくなり、 

4 ヶ月前から休学している。

学生Aは、心療内科に通院しており、今後復学することが難しく、学生Aの保護者から

その指導教員のパワーハラスメントを追求したいと面談の申し出があった。併せて、これ

から学校に通えないことを理由に予納済みの学納金の返還も求められた。

また、学生Bからは、指導教員のパワーハラスメントが原因で実習の成績が不良となっ

たのであるから留年となることは承服できないとして、進級させるよう求められている。

それぞれについて、学校として、どのように対応していくべきか、ご指導願いたい。

 弁護士による提言

複数の学生からパワーハラスメントの訴えがあることから、他の学生にも同様の問題が生じてい

る可能性も念頭におき、速やかに修学環境を整えるべく対策を講ずることが重要です。

パワーハラスメントの問題は、修学環境を整えるという観点からの問題と位置づけ、他の事柄と

は区別することになります。個々の学生からの要求に対しては、パワーハラスメントの有無にかか

わらず、是々非々の対応を心がけてください。

	 よりよい修学環境（実習環境）を整えるという観点からの対応策を

学校側には学生らに対し、修学環境を整える責務があります。当該学生だけでなく、同様のこと

が他の学生に対しても生じる可能性がありますので、学生側の訴えを疎かにすることがあってはな

りません。

本件では、少なくとも2名の学生から、実習指導員の言葉に傷つき休学となったという訴えが

あった以上、学校として、事実関係を調査の上、より望ましい実習環境を整備するという観点から

改善策を検討することが求められます。具体的には、①実習指導教員の発言の具体的内容を関係者

からの聴取により明らかにし、②その発言が不適切な指導といえるのか評価を行うことになりま

す。仮に不適切な指導とはいえないとしても、修学環境を整える観点から、そのような指導の必要

性や妥当性を検討することも大切です。その結果を踏まえて、③改善策を講じることになります。

なお、ハラスメント調査においては被害者側・加害者側という対立構造で理解するのではなく、よ

りよい修学環境（実習環境）を整えるという観点からそれぞれの言い分を確認した上で、対応策を

検討するとよいでしょう。
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	 パワーハラスメントと単位認定の区別

パワーハラスメントの問題と単位認定とは明確に区別する必要があります。学生側より教員側の

指導の問題と関連づけて不満が述べられたとしても、学校の求められる単位認定の水準に達してい

ないのであれば単位認定はできません。仮にパワーハラスメントがあったとしても、この結論を変

更することがあってはなりません。学生Bにつき、学校の求める水準に達せずに当該単位が認定で

きないのであれば留年となったとしてもやむを得ません。もっとも、パワーハラスメントが原因で

学生Bが実習に参加できなかったなどの事実が確認された場合には、教育的配慮として再実習の

チャンスを与えるなどの代替手段を講じることも検討されるとよいでしょう。

ところで、実習では、学生自身の評価と学校の評価とに齟齬が生じることが少なくありません。

学生側の不満に対応するためには、学校の求める水準に達していないことを説明できるだけの資料

を準備する必要があります。具体的には、実習要綱にて示した到達目標等を前提に、当該実習にお

ける評価基準と当該学生の評価の基礎となった客観的資料を示しつつ、その判断の正当性を説明す

ることになります。口頭での説明では、学校側の見解が十分に理解されないこともありますので、

状況によっては単位認定に至らなかった具体的根拠を示した文書を準備し、これを示しつつ、口頭

で補足説明をするということも検討されるとよいでしょう。

	 学納金の返還要求に対して

また、学生Aの保護者からは、学納金返還の求めがあるようですが、学校側としては全学生に対

しての講義や実習の機会を保障するなどして、在学契約に求められる義務を履行していますので、

原則として学納金の返還に応じる必要はありません。もっとも、実習指導教員に民事上も違法（社

会通念上の受任限度を超える）と評価されるパワーハラスメントがあったと評価される場合には、

当該指導教員には、それによって学生A、学生Bに生じた損害（因果関係のある損害）を賠償する

義務が生じます（民法第709条）。学校側として当該指導教員に対して適切な指導・監督がなされ

ていなかった場合には、学校側にも使用者責任が問われる可能性があります（民法第715条第1項）。

そこで実習指導教員や学校が、このような事態に備えて損害賠償保険に加入しているのであれば、

速やかに損害保険会社にも報告し、保険填補の余地があるかについて保険会社の見解を求めてくだ

さい。保険会社の了解なしに示談をしたり、法的責任を認めますと、不承認示談として保険填補が

得られない可能性もありますのでご注意ください。
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2．学生の成績評価に関するトラブルの相談

事例 5　実習評価をめぐり学生の保護者からの抗議を受けた事例
学生の実習成績が悪く、学校として、実習先病院の担当者の意見を参考に当該科目の成

績を「不可」と判定した。その学生の保護者がそれを不服として実習先病院に出向いて当

該担当者に異議を唱え、学校の指導が悪いなどの批判をした。さらに、その保護者は学校

へも突然来訪し、評価表や実習について他学生との比較した評価情報の開示を要求した。

学校はこの保護者を招き面談し、説明をしたい。その面談日程の連絡方法、面談者、どの

ような情報の書類を用意したらよいか。

 弁護士による提言

学生側から単位認定と教員側の指導の問題とを関連づけて不満が述べられたとしても、学校とし

ては、単位認定の問題と教員側の指導に関する問題とを明確に区別して対応することが求められま

す。学校の求める単位認定の水準に達していないのであれば、いかなる理由があるにせよ単位認定

はできませんし、クレームにより単位認定を変更することがあってはなりません。

そこで学校側の求める水準に達していないことを説明できるだけの資料を準備する必要がありま

す。具体的には、実習要綱にて実習の到達目標を明確にし、当該実習における評価基準と当該学生

の評価の基礎となった客観的資料を示しつつ、その判断の正当性を説明するとよいでしょう。当該

学生が水準に満たないことを説明すれば足りますので他の学生の評価の基礎資料までの開示に応じ

る必要はありません。

口頭での説明では、学校側の見解が十分に理解されないこともありますので、状況によっては単

位認定に至らなかった具体的根拠を示した文書を準備し、これを示しながら口頭で補足説明をする

ということも検討されるとよいでしょう。

	 面談日程の連絡方法について

単なる面談日程の告知ですので、その連絡方法は電話・ｅ-メール・郵送のいずれでも問題はあ

りません。日程の連絡を受けたか否かでトラブルに発展することが予想される状況とのことであれ

ば慎重を期して書面を郵送するということもありますが、学生・その保護者と学校という関係を考

えますと、あまり仰々しい対応は控えたほうがよいでしょう。

なお普通郵便では到達の事実を証明することはできません。書留郵便では郵便物が届いたことは
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証明できますが、どのような内容の文書が届いたかまでは証明できません。これらを証明するには

内容証明郵便となります。今回の場面は通知の内容が法的な権利義務の発生や消滅等に関わるもの

ではなく面談日程の調整ですので、書面を送付するとしても普通郵便で十分と考えます。

	 面談者について

クレーム対応は複数で実施することが基本です。今回の面談の趣旨は、適切な単位認定を行った

ことを説明する点にあります。その意味では担当教員は必須です。他に指導的立場にある1、2名

の教員が同席するのがよいと考えます。

	 提示書類について

単位認定の基準に到達していないことを説明する書類を準備することになります。今回の評価の

基礎となった客観的資料を提示できるようにしてください。

客観的資料の提示が難しい場合には、実習要綱等に定める到達目標、評価基準を示しつつ、どの

点が水準に満たなかったのかを具体的に記載した書面を担当教員が準備して、これを示す方法もあ

ります。

	 実習先病院や学校へのアポなし訪問への対応について

単位認定に不満があるとしても、実習先病院に出向いて実習担当者に直接不満を述べることは許

されません。さらにアポなしの訪問も社会的な常識に反する行動です。この点について注意をする

ことはまったく問題ありません。

今回の相談のような保護者の行動は、実習先病院に著しい迷惑をかけただけでなく、実習先病院

において当該学校の他の学生の実習受入を難しくさせることにもつながるおそれがありますので、

学校としても軽視することはできません。学校長名で公印のある正式な注意文書を作成して面談時

に交付するなどの対応も検討するとよいでしょう。
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事例 6　�実習評価に関する学生の不満から保護者が実習先の
病院に抗議した事例

実習先病院で、学生が包帯を患者に巻く実技をした際に、患者さんがかけていた毛布を

巻き上げ、それが患者さんの顔にかかってしまったのに気づかず、そのまま包帯を巻き続

けた。病院の実習指導者が、包帯は巻けたものの処置の環境整備ができていないとして、

再履修をするように学校に報告した。これを不満として学生の保護者が実習先病院の看護

部長に学校を通さずに抗議をした。そのために病院と学校との間に不信感が生まれている。

どのように対処すべきか。

 弁護士による提言

実習先病院での評価には合理性があります。学校としては、学生および保護者に対して、実習先

病院での評価が適切であることを、改めて伝達し、実習先病院に直接の抗議をすることを控えるよ

うに注意すべきです。

	 実習目的や評価の視点の周知徹底を

看護師の業務には、診療の補助と療養上の世話とがありますが、これらの業務を安全かつ確実に

遂行するためには、対象となる患者さんの環境に注意を払う必要があります。実習では、実際の患

者さんに触れることで、学校での講義や模擬実習で修得した知識・技術・態度を統合し、将来の看

護師になるための看護実践力を養うことを目的としています。

この学生は包帯を巻くことに熱心になるあまり、患者さんの観察や環境に対する配慮が欠けてい

たことになりますので、実習先病院の実習指導者が処置の「環境整備ができていない」との報告を

したことには相応の理由があります。

学生とその保護者が、「包帯は上手に巻けた」のだから再履修は不当と考えているとすれば、実

習の目的を誤解しています。患者さんやその家族の視点に立った場合に、めくった毛布を顔にかけ

ても気がつかないような看護師に看護をしてもらいたいと思うでしょうか。この学生は、課題であ

る「包帯を巻く実技」はうまくできたけれども、その前提となる環境整備「患者さんが不快な思い

をしないように配慮すること」ができなかったことになります。実習における評価項目やその視点

は、本来的にはその実習前に学生や保護者に理解を求めておく事柄ともいえるでしょう。

	 学生からのクレーム対応窓口の整備

学校側として病院側実技指導者の判断に合理性があると評価しているのであれば、これを前提に
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学生の保護者に説明することになります。事前に明示している「実習の獲得目標」を示しつつ、学

校側から学生に再履修の判断が不適切でないことを丁寧に説明するとよいでしょう。学生および保

護者に実習の獲得目標について理解を得ることは、実習における教育成果を上げるためにも大切で

す。

相談の事例では、学生の保護者が学校ではなく実習先病院の看護部長に抗議をしたことで病院と

学校との間に不信感が生じたようです。この背景には、学生側に対して、事前に実習に関する責任

の所在、抗議やクレームの窓口について明確にしていなかったなどの問題があります。

実習先の病院は、あくまでも協力施設であり、単位認定や再履修の最終的判断は学校において行

うものです。学生の保護者が実習先病院の看護部長に直接抗議をするようなことは好ましいもので

はありません。学校としてクレームの受付窓口を準備し、万が一、実習先の病院に学生や保護者等

から実習に対する不満が示された場合には、病院で対応するのではなく、学校として対応するとい

う体制構築が望まれます。
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事例 7　�学内演習で不合格になった学生が、教員の評価に	
対する不満から再履修を拒否した事例

乳児の沐浴についての学内演習において、学生Aは、指導内容と異なる独自の方法で乳児

の頭を保持したため、評価委員により頭の固定が不安定であると判断され不合格となった。

この演習では1名の教員が2名の学生を同時に観察し、評価している。学生Aは、「自分

は教科書記載どおりの方法で固定していた。2名の学生を1人の教員が見ていたので、しっ

かり固定しているところを見逃したのではないか。」などと主張し、単位認定を求めている。

教育上の配慮として、再履修の機会を与えようとしたが、学生は既に単位認定されてい

るはずだからといって再履修に応じようとしない。「再履修を受け合格してほしい」と何

度も頼んだが、学生は再履修に応じてくれない。このままいくと、留年になり、もっと大

変なことになると心配している。

 弁護士による提言

演習評価は担当教員において行うものであり、学生が自身で判断するものではありません。教員

の評価と学生の自己評価とが異なったからといって、学生の認識を前提に単位認定をする必要はあ

りません。担当教員において当該学生の「沐浴」方法が基準に満たないと評価したのであれば「不

合格」と判断することになります。学生側が、いかに不満を述べようとも、教員が誤った評価をし

たなどの特段の事情のない限り、「不合格」との判断を覆すことがあってはなりません。当該学生

を特別扱いしますと、当該学生のクレームを助長させるだけでなく、更に他の学生への悪影響を与

えかねません。原則的対応をした上で、必要に応じて教育的配慮を検討することになります。

	 再履修の機会を与えることがポイント

ご相談のように「不合格」の判断を維持しつつ「再履修」の機会を付与したことは学生側に対す

る教育的配慮と位置づけられます。「再履修」を受けて「合格」を目指すか、「再履修」をせずに留

年を選択するかは「学生」が決定する事項であり、学校として学生側に「頼んで」まで再履修を受

けてもらうものではありません。教育的配慮としては「再履修」の機会を与えれば必要にして十分

です。

学校として再履修の機会を与えたにもかかわらず、学生Aが再履修を希望しないのであれば、「不

合格」を前提に対応することになります。その結果、「留年（原級留置）」となるのであれば、手続

に則って粛々とその決定をすることになります。
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3．情報管理をめぐる相談

事例 8　実習での患者情報の管理方法をめぐる事例
個人情報保護法によって、どの実習先の病院でも患者情報の院外持出しが原則として禁

止されている。しかし学生や実習を指導する教員の間から、実習先病院での実習記録を匿

名化した上で自宅や学校に持ち帰って看護計画などの実習整理に使用したいとの希望が出

ている。患者を特定できないよう匿名化したデータの利用、またデータベースを作成して

学校での看護計画の作成に利用することに問題はないか。

 弁護士による提言

匿名化・非識別化を徹底し、完全に個人を識別できないものになれば、個人情報保護法上の「個

人情報」には該当しないことになります。もっとも個人情報には、他の情報と容易に照合すること

ができ、それにより特定の個人を識別できる場合も含まれます。そのために実習記録で患者氏名や

IDを全く別の符号などに置き換えた「匿名化」だけで「個人情報」ではないと評価することはでき

ません。

そして病歴などの要配慮個人情報の利用や第三者提供については、事前の「患者の同意」が必要

となります。実習の利用方法を患者に伝え、その同意を得れば、その範囲内での利用が可能となり

ますが、現在では漏えいのリスク等を考え、職員に対しても外部持出しを禁止あるいは極めて厳格

にしている医療機関が増えています。

いずれにしても、個人情報やその他の患者情報の院外持出しの可否やその方法等については、各

施設による定めがあり、これが優先することになります。実習先病院において外部持出しを禁止し

ているとのことであれば、学生や指導教員はその実習先の病院内での情報整理に努めることとなり

ます。

また「データベース」の内容にもよりますが、これが詳細なものであった場合には患者を「識別

可能な情報（個人情報）」と評価される可能性があります。少なくとも法の予定している「匿名加

工情報」としての要件を満たしているとは考えにくく、結果的に「データベース」は「（要配慮）

個人情報」として評価される可能性が高いでしょう。教育上の必要性が高い場合には、実習先病院

および患者に説明の上、同意を得てデータベースを作成する必要があると考えます。

なお匿名加工情報については、個人情報保護委員会のホームページ（https://www.ppc.go.jp）内

の「匿名加工情報制度について」をご参照ください。



2020

事例 9　学生が患者個人情報を漏えいした事例
実習先病院に入院中の高齢患者が、遺産のすべてを長女に相続させる内容の自筆遺言書

を作成し、死亡した。その後、遺言書の有効性を巡って、当該患者の法定相続人である子

供らの間で紛争となった。法定相続人の一人である長男が友人である学生Aに、遺言書を

作成した当時の当該患者の病状や意識レベルについて、情報を伝えて欲しいと調査を依頼

した。学生Aは、一度はその依頼を断ったものの、遺産を巡る紛争を解決したいと頼み込

まれ、しぶしぶ了承した。学生Aの実習先病院では、学生に対し受持ち患者以外の診療記

録閲覧を禁止していたが、学生Aは電子カルテを開き、当該患者の診療記録をスマート

フォンで撮影し、その内容を友人に知らせた。紛争の過程で学生Aから入手した診療情報

を長男の関係者が別の相続人に示したため、この相続人から病院に対して調査が求められ、

その過程で本件が発覚した。このような場合に、どのような法的責任が発生するのか。ま

た学校としてはどのように対応したらよいのか。

 弁護士による提言

この学生の行為は、不正アクセス、要配慮個人情報の漏えいと評しうる行為です（厳密には、患

者が死亡しているため個人情報保護法の規定する「要配慮個人情報」には該当しませんが、医療機

関には「ガイダンス」にて死者についても、漏えい、滅失又は毀損の防止のため、個人情報と同等

の安全管理措置を講ずるものとされています。）。保健師助産師看護師法（保助看法）第42条の2で

は、看護師あるいは看護師であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た人の秘密を漏らし

てはならないと「秘密を守る義務」を定めており、これに違反した場合には、6月以下の懲役（令

和7年6月1日より「拘禁刑」に変更となる）又は10万円以下の罰金が科されます（保助看法第44

条の4）。しかし、学生の場合には、看護師の身分を有していませんので、本件のように意図的（故

意）に患者の情報を漏らしたとしても刑事処分の対象とはなりません。

もっとも「守秘義務」は、医療倫理から導かれるものであり、患者やその家族との信頼関係を構

築する上で極めて重要なものです。医療従事者が秘密を守れないのであれば、患者やその家族の方

は安心して医療機関を受診できません。看護師には押収拒絶権（刑事訴訟法第105条）、証言拒絶

権（同第149条）など、国家権力に対して特別な権能が与えられていますが、これも看護師の職業

倫理に配慮したものといえるでしょう。看護師を目指す学生としては、本件のような患者情報の漏

えいはあってはならない問題行為といえます。
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	 学生に対する学校の処分

そこで学校としては、学生Aに対し、学則に則った適切な処分を検討することになります。また

（相対的）欠格事由を定めた保助看法第9条第2号「業務に関し犯罪又は不正の行為があつた者」の

要件（業務に関し不正）に該当する可能性があり、国家試験に合格しても免許が与えられないとい

うこともあり得ます。学生Aも一度は断っていることから、守秘義務についての一定の理解はあっ

たのでしょう。たとえ相続人である友人から「遺産を巡る紛争を解決したい」という希望が示され

たとしても、これをもって「正当な理由」があったと評価する余地はありません。結果的にです

が、学生Aは守秘義務についての理解が不十分であったといえます。このようなことがないよう、

実習前に十分な指導が必要です。

	 学生に対する民事上の責任追及

また学生の漏えい行為により被害が発生した場合、当該学生は、その損害を賠償する責任（不法

行為責任）を負います（民法第709条）。民事責任では、「看護師」であることは、その要件となっ

ていません。さらに「故意（意図的なもの）」がなくても「過失」があれば民事責任は発生します。

本件についての第一義的責任は学生Aにありますが、学校（指導者）や実習先の病院も、その指導

監督が不十分であったとして不法行為責任（民法第715条第1項、第2項）を問われる可能性があ

ります。そして、実習先の病院は患者との診療契約上の責任（民法第415条）が問われることにも

なるでしょう。十分な被害救済を図るために、このような指導監督責任、使用者責任等が定められ

ているのであって、学校（指導者）や実習先の病院が賠償を行った場合には、学生Aに対する求償

も可能です（民法第715条第3項）。

学生の未熟性を考慮するとしても、本件のように意図的に患者情報を漏らした場合には、やはり

学生Aの責任が最も重いと考えざるを得ないでしょう。なお看護師が患者情報を漏らした事例では、

100万円程度の慰謝料を認容した裁判例もあり、本件でも高額な賠償となる可能性があります。

	 実習先病院、患者への学校の対応

もっとも、患者側家族との交渉窓口を学生Aとするかは別問題です。本件漏えいの第一義的責任

がこの学生にあるとしても、実習先病院としては、患者やその家族に対する診療契約上の責任もあ

り、また病院として管理する情報が漏れたということからも、病院が窓口となって患者側と交渉

し、その交渉経過や結果について学校や学生Aと共有するというのが現実的な対応でしょう。
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事例 10　学生がSNSを用いて個人情報を漏えいした事例
SNS上で、学生Aが実習で取得した患者の情報や学生Aが作成した実習に関係する図、

実習中の感想などを書き込んでいるとの情報が寄せられた。既にSNSへの投稿は削除され

ており、報告を学生Aに求めると、①個人情報は書き込んでいない、②場所が特定されな

いように配慮していると反論した。本学校では匿名化したものであっても患者情報や感想

等をSNSに書き込むことを禁止している。学則に基づいて処分をすることは可能か。

 弁護士による提言

SNSはコミュニケーションツールとして普及していますが、気軽に友人と話しているような感覚

で利用するため、この内容が大勢の目に晒されることを忘れがちです。患者の要配慮個人情報に触

れる看護学生においては、SNSの危険性についても十分な理解が求められます。

本件では、既に投稿されたSNSが削除されていることから、具体的に投稿された内容が不明と

なっています。このような場合には、情報提供者に更なる資料提供を依頼するほか、学生Aに対し、

その復元やSNSに投稿した元資料の提出を求めて、実際に投稿されたSNSの内容の把握に努めるこ

とが大切です。

	 要配慮個人情報の漏えいと評価された場合

患者やその家族のプライバシーに触れる機会が多い看護師には、法律上の守秘義務が課されてい

ます。「守秘義務」は医療倫理から導かれるものであり、学生が患者の個人情報（要配慮個人情報）

をSNSに書き込んだとすれば、学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反したとして学則に

基づく懲戒処分が可能です。

	 要配慮個人情報の漏えいと評価することができない場合

学生側の言い分どおりSNS上への投稿内容が完全に個人を識別できない状態となっていた場合に

は、要配慮個人情報の漏えいがあったとはいえません。ただし患者やその家族のプライバシーを保

護するべき立場に立つ看護師になろうとする学生が、SNSに実習内容を安易に投稿すること自体が

看護倫理上の問題となりえます。

個人のSNSに実習において見聞きしたことを投稿しなければならない必然性はありません。患者

やその家族から見れば、匿名化がなされていたとしても自分のことが記載されているのではないか

と不安を憶えることもあるでしょう。そこで学則や要項等で匿名化したものであっても患者情報や

感想等をSNSに書き込むことを禁止している場合には、その程度に応じた懲戒処分が可能と考えます。
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事例 11　学生がSNS上で学校や実習先の病院を誹謗した事例
本校の学生と思われる匿名の学生が、学校や実習先の病院に関する、デマ、誹謗中傷と

捉えられる内容をSNS（X：旧Twitter）に投稿していたことが、別の学生からの指摘によ

り発覚した。学校としては、その学生を特定し、処罰したいと考えているが、このように

対応することに問題はあるか。

 弁護士による提言

実名を入力しなくてもアカウントを作成し書き込みができるSNSでは、投稿者が特定できにくい

という背景があり、他人を誹謗中傷する内容を安易に書き込みやすいという問題が指摘されていま

す。当然のことながら、SNSにおいてもデマや誹謗中傷が許される訳ではありません。

そこで、まずは学生に対して日頃よりSNSへの書込等をする際の注意喚起をすることが大切です。

特に実習先の病院では患者情報や実習先の機密情報に触れる可能性もあり、これが真実であったと

しても公表すること自体が問題となることを伝えて、安易な書込をしないように指導する必要があ

ります。

	 個別指導の検討を

学校や実習先病院の情報について、法的に問題のない書き込みがなされただけであれば、当該学

生を特定することはせずに、全学生に向けた一般的な注意喚起・指導に努める程度で足りるでしょ

う。しかし、デマや誹謗中傷が明らかになった場合に、このまま放置するという訳にもいきませ

ん。速やかに実習先病院にも報告し、実習先病院の意向もふまえつつ具体的対応方針を検討するこ

とになります。

デマや誹謗中傷が客観的に明らかであれば、当該学生を特定するための必要な調査を行い、個別

指導を行うことを検討することに問題はありません。プロバイダ責任制限法（正式名称：特定電気

通信役務提供者の制限および発信者の開示に関する法律）が改正され、発信者の特定が以前より迅

速に行えるようになっています。もっとも、裁判手続きであることに変わりなく、プロバイダ責任

制限制度に基づいて投稿者の開示を求める場合には、弁護士などの専門家に依頼するとよいでしょ

う。

実際に投稿されたデマ、誹謗中傷の内容や程度によっては学則に基づく懲戒処分も検討すること

になります。学内秩序維持の観点から厳しく懲戒処分を行うか、成長過程にある未熟な学生である

ことを考慮して、教育的配慮として厳重注意等に留めるかは各学校の考え方によっても異なるとこ

ろでしょう。
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ただし、懲戒処分を行う場合には、懲戒事由の存在を学校側で証明することが求められます。そ

こで、まずは問題となる「SNS（X：旧Twitter）」の内容を確認してください。その上で、具体的

に学生が特定できた場合には、そのデマや誹謗中傷の内容・程度を踏まえて、学則に照らし、当該

学生への処分の要否程度を検討することになります。懲戒処分では「相当性」も求められますので

前例があればこれ等を参考にして、事案に応じた適正な処分となるように努めねばなりません。ま

た、手続き補償も重要です、学則に基づく懲戒処分を行う場合には、「学生の弁明の機会」を保証

するなどの適正手続を必ず履践するようにしてください。
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4．感染症を含む学生の健康についての相談

事例 12　うつ病の学生の実習をめぐる事例
うつ病の治療を受けている成人の学生がいる。学校は休学を勧めたが、本人の強い希望

で実習に参加した。ところが休みがちで、複数の薬を服用し、極度の緊張状態にある。学

校は、保護者を交えた面談と主治医との連絡を求めたが学生は拒否している。複数の診療

所に通っているもようで、特定の主治医はいないらしい。学生は実習を続けたいと強く希

望している。どのように対応すればよいか。

 弁護士による提言

休学するか否かは、原則として学生側で判断するものですので、学生において実習を続けたいと

いう強い希望がある中で、その意に反して自主休学を強要することがあってはなりません。学校と

しては、まず修学環境を整える配慮に努めることが大切です。実習を継続したとしても、欠席が多

く必要な期間の実習ができなかった、あるいは単位認定に必要な水準に至らなかった場合には、学

校として単位の認定をしないということになります。なお、修学支援のための合理的配慮は必要で

すが、うつ病、その他の疾病があるからといって、そのことのみを理由に単位認定において優遇さ

れる理由とはなりません。

	 医師との連携と個人情報

医師と連携を図るには、原則として学生本人の同意が必要です。しかし相談内容を見ると、特定

の主治医がいないことが窺われます。この学生が複数の医療機関に対して、受診の事実を秘して通

院し、処方を受け、学生の病状に応じた適切な治療がなされていない状況も危惧されます。そうし

た場合には、学校側から適任の医師を紹介して受診を促すなどの配慮があってもよいでしょう。

個人情報保護法上は「人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の

同意を得ることが困難であるとき」には個人情報を第三者に提供することを許容しています（同法

第27条第1項第2号）。そこで、学校が把握している医療機関があれば、当該医療機関に連絡を入れ

て、学生の問題点を伝えて学生の治療に活かしてもらうことや医学的見地からの配慮を求めること

も検討されるとよいでしょう。

更に、学校から医療機関に対して学生の病状や程度、対応方法などについて照会することも考え

られます。医師には守秘義務がありますので、本人の同意のない中で、医師が把握している情報を
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学校側に提供する可能性は低いと思われます。しかし、医療機関から情報が得られない場合でも、

学校の保有する学生情報を医療機関に提供すること自体に一定の意義がありますし、症状が増悪し

た場合に患者を保護する見地から学校に対して情報提供があることも期待できますので、医療機関

との連携を疎かにしてはなりません。

	 学校は学生に休学を命じることはできるか

休学をするか否かについて、校則等にて「学校長が休学を命じることができる」等の規定があれ

ば、学校長の判断で休学を命じることも可能です。ただし「休みがち」ということだけで休学を命

じることは難しいでしょう。

仮に何種類もの薬を大量に服薬していることにより、実習において具体的な危険や事故が発生し

かねない状況となりますと、休学を命じるということも視野に入れた対応を検討することになりま

す。

休学を命じる場合には、学生に対する不利益処分ともなりかねませんので、慎重な事実確認が必

要です。そこで、関係の教職員に対して、実習における具体的問題（患者や教職員、当該学生に生

じている問題点）についての報告書の作成を求め、その内容を前提に休学命令を発することが適切

か否かを検討することになります。その際には、学生に対して、学校が指定する医療機関を受診

し、「修学の可否」についての診断を求め、これらも休学命令の判断資料に加えることが理想です。

学生に対して、休学命令の検討だけでなく修学上の配慮をするという観点からも主治医と連携が

必要であることを丁寧に説明することで、医療機関との情報共有について学生の了解も得やすくな

ると考えます。
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事例 13　インフルエンザによる出席停止と履修に関する事例
実習期間中に学生がインフルエンザに罹患したため、特定科目の履修要件を満たせずに

同科目について最初から再履修となった。ところが学生側は、休んだ期間についての履修

はするとしても、既に履修している内容について再度履修することには納得いかないとし

て、強い不満を示している。どのように対応すべきか。

 弁護士による提言

インフルエンザ（特定鳥インフルエンザおよび新型インフルエンザ等感染症を除く）にあって

は、発症した後5日を経過し、かつ解熱した後2日を経過するまで、原則として出席停止となりま

す（学校保健安全法第19条、学校保健安全法施行令第6条、同施行規則第19条第2項参照）。

学生側が出席を希望したとしても、病状により学校医その他の医師において感染のおそれがない

と認められた場合を除いて、①インフルエンザを発症してから5日経過していること、②熱が下

がってから2日経過していること、という2つの条件をいずれも満たすまで、出席は制限されるこ

とになります。学生が実習中にインフルエンザに罹患した場合にも同様に実習は制限されることに

なります。

インフルエンザによる欠席であったとしても、結果として履修時間が不足しているのであれば

「単位認定」はできません。単位認定ができない場合の救済策をどのようにするかは、各学校の裁

量に委ねられます。

そこで、当該科目の履修がないと評価されることから、最初から全て再履修するという対応も何

ら不合理ではありません。履修をしていない部分だけの履修で単位取得を希望する学生は、単位認

定についての理解が不足しています。そこで、まずは学校としての単位認定のルールを説明し、学

生側の理解を求めることになります。

その上で、学生が学校のルールに従わずに再履修を希望しないということであれば、「単位認定」

が得られなかったことを前提に対応することになります。
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5．学校の指導方法についての相談

事例 14　教員の指導に対する抗議事例
授業中に、教員が「なぜ患者さんの立場になって丁寧にできないのか」「あなたのよう

に対応されたら患者さんが可哀想」などと、多数の学生の前で同年代の社会人を経験して

入学した学生Aを強い口調で叱った。それにより学生Aがショックを受けて、心療内科に

通った。教員および学校は配慮が至らなかったことを謝罪したが、後日、治療代・慰謝料

として100万円を学生から請求された。

 弁護士による提言

教員には学生を適切に指導する義務があります。学生の行動に問題があれば、これを指導するの

は当然ですし、これを躊躇することがあってはなりません。そして具体的な指導方法は、その性質

上、現場の指導者の裁量に委ねられています。ただし、その指導は教育的視点に立ったものでなけ

ればならず、人格非難を繰り返すなど指導の範囲を超えたものと評価される場合には、裁量権を逸

脱したとして損害賠償請求の対象となり得ます（民法第709条）。この場合には、教員を雇用して

いる学校にも使用者責任（民法第715条第1項）が問われることになります。

本事例では、①他の学生の前で叱責の必要性があったのか、②叱責の内容は目的に照らし相当な

ものであったのか等について検討することになります。その上で教育的視点に立った適切なものと

評価されるのであれば、それにより学生が精神的に傷ついたとしても、教員および学校側に損害賠

償義務はありません。

反対に、不適切と評価された場合には、因果関係のある範囲内で損害賠償義務を負うことになり

ます。損害賠償の内容としては、治療費のほか慰謝料請求も含まれますが、慰謝料については、裁

判実務上、通院日数に応じてある程度の基準化がなされています。

そのために学生の言い分どおりの請求額が認められるわけではありません。なお学校側が「配慮

が至らなかった」として謝罪したことは、不法行為後の対応（被害回復）の一事情として損害額

（慰謝料）の評価の一資料とはなりますが、謝罪したことをもって損害賠償義務そのものを免れる

ことにはなりません。

	 社会人を経験した学生への配慮

医療・福祉系の学校では、社会人経験のある学生が増えています。それに伴い、教師と学生との
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年齢が同年代、あるいは逆転することも珍しくはなくなりました。社会人経験があるために、か

えって自尊心が傷つけられるということもあるようです。基本的な指導方法を他の学生と変える必

要はありませんが、社会人経験のある学生の特性等にも配慮した指導方法も検討されてもよいで

しょう。

事例 15　問題⾏動を続ける学⽣に対する処分に関する事例
学生Aが、授業中に不満だと教職員をにらみつける、講義を聞かずに授業中に外に出て

しまうことがある、頻繁に教師と言い合いをする等の問題行動を起こしている。外部講師

が授業で、別の教科の勉強をしていた学生Aを注意すると、「面白い授業をしろ。つまん

ねぇ授業をしているてめぇ（教員）が悪い。」と怒鳴る等の例があった。このように学校

の秩序を乱すことを各授業で繰り返し、各教員が困惑している。学則では、①学校の秩序

を乱し、その他学生の本分に反する学生を懲戒でき、②懲戒は訓告、停学および退学とす

る、③懲戒は校長と教職員による懲戒委員会によって決定すると定めている。処分を下す

にはどのような配慮をすればよいか。

 弁護士による提言

学校・教員には、学生に対する懲戒権が認められており、また学則にも懲戒事由が明記されてい

ます。ご相談の事例では、まず適正な指導を行い、必要に応じて学則に基づく処分を検討するとよ

いでしょう。

例として示された「面白い授業しろ。つまんねぇ授業をしているてめぇ（教員）が悪い。」と怒

鳴るのは暴言であり、当然許されるものではありません。大人を屈服させることで、自らの存在確

認をしている印象もあります。まずは、担当教員が毅然とした態度で注意・指導を行ってくださ

い。これで改善が得られるのが理想ですが、改善が見られないようであれば学則に基づく懲戒処分

を検討することになります。

このような繰り返しの事例での懲戒処分は段階的に行うことが求められます。まず懲戒処分とし

ての訓告を行い、それで態度の改善をしない場合に停学、それでも改善が見られない場合に退学

と、状況に応じて徐々に重い処分を検討するとよいでしょう。

懲戒処分では事実関係を特定しなければなりません。そこで、懲戒委員会での調査では具体的状

況（❶いつ、❷どこで、❸誰が、❹誰に対して、❺具体的にどのようなことをしたのか、❻その理

由）を客観的資料によって明確にすることが求められます。これが明らかになったところで、当該

学生に対して告知聴聞の機会（弁明の機会）を与えるなどの「適正手続」の保障のほか、「処分の
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相当性」についての配慮も必要です。具体的には他の同種事例における処分と比較して、処分を決

めることになります。

	 民事裁判への準備

仮に退学になった場合には、学内だけの問題ではなくなり、学生が法的に争う可能性がありま

す。民事裁判においては、退学処分の合理性（必要性、相当性）について学校側が立証することに

なります。その意味で学校側の主張を裏付ける事実を証明する客観的資料が必要になります。

以下、民事裁判になったときに必要になるものを列記します。

①各時点での問題行動について前掲「❶～❻」を意識した報告書。

②学生本人から事実関係を認める弁明書や反省文。

③言動の録音・録画等の客観的資料。

④学生の問題行動による具体的被害状況（他の学生からのクレーム、授業への影響、警備員や警察

の介入等）

このような証拠を集める上でも、いきなり退学処分とするのではなく、訓告、停学等の段階的処

分を経ておくことが大切です。こうした証拠が不十分のまま裁判に対応すると、退学処分が無効と

なる可能性がありますので、ご注意ください。

事例 16　�SNSへの書き込みによるいじめのために適応障害に
なったと訴えられた事例

ある学生が複数の学生にいじめられていると訴え、適応障害になり休学した。学生は留

年して復学する意向だ。当該学生は復学前に学校に対して、自分をいじめて誹謗中傷を

SNSに書き込んだ学生らの名前を挙げ、過去のいじめへの謝罪を求めてきた。学校は、ど

のように対応すればよいか。

 弁護士による提言

学校側には学生に対し修学環境を整える責務があります。いじめはいかなる理由があっても許さ

れません。これが疑われた場合には当該学生のみならず他の学生の修学環境の維持という観点から

も適正な対応が求められます。学生からSNSのいじめを窺わせる事情の訴えがあったにもかかわら

ず、これを放置することがあってはなりません。

もっとも、いじめの背景は複雑であり、加害者とされる側を厳しく指導すれば足りるという単純

な方法では解決に至らないこともあります。被害者側・加害者側という対立構造で理解をするので
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はなく、よりよい修学環境を整えるという観点からそれぞれの言い分を確認した上で、対応策を検

討するとよいでしょう。

	 いじめ調査で留意すべきポイント

具体的な方法ですが、まずは被害を訴える学生側から、その病状にも配慮しつつ可能な範囲で丁

寧に事情を確認することになります。その際にはSNSについてのデータや画像などの客観的資料の

提出を求めてください。なお学校での面談がストレスになるようであれば別の場所を設定すること

や書面での報告などに代えることも可能です。

続いて被害者側の意向をも尊重しつつ、加害者とされる側の学生から事情を聴取することになり

ます。加害者とされる学生側に対する調査においては、その背景的事情をも含めて丁寧な事実確認

が必要です。この目的は、あくまでも修学環境を整えるための背景把握です。この点を意識せずに

表面的な注意や指導をしますと、かえっていじめが陰湿化することにもなりかねませんので、ヒア

リングにおいては細心の注意を払ってください。

また学生全体に対していじめの問題を意識させるために、アンケート調査を実施することなども

検討するとよいでしょう。その設問に「SNSでのいじめ（見たことがあるか／いじめを受けたこと

があるか／その具体的な内容）」の項目を設けることで、実態が浮かび上がることもあります。

こうした調査結果を踏まえ、対応策を検討することになります。まずは、いじめが起こりにくい

環境を整備するという観点から適切な対策を講じることが肝心です。そして、調査の結果、悪質な

実態が浮かび上がれば、別途学則に基づく懲戒処分を検討することになります。
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事例 17　�いじめへの対応について保護者と学校の間で	
認識が相違する事例

学生Aから、実習のグループメンバーからいじめを受けているとの訴えがあり、教員が

関係者を集めてグループメンバー同士の話し合いの機会を設定した。そうしたところ、い

じめを受けていると訴えた学生Aにも問題があることが明らかとなり、双方が謝罪をする

ことで解決を図った。後日になって、被害を訴えていた学生Aの保護者から、対応した教

員が被害を訴えた学生Aに対して「あなたのすべてが悪い、何から何まで全部できない。」

「あなた頭がおかしいから仕方がない。精神科を受診しなさい。」と非難され、一方的に謝

罪をさせられたとの不満が述べられた。

保護者からは、当該行為は、明らかにパワーハラスメントであり、学校および教員から、

速やかに謝罪がない場合は、「マスコミで戦う。すでにマスコミに話しており、マスコミ

ではいじめについて取り上げてくれると言っている。」との苦情があった。

学校として確認したところ、教員が保護者の主張する発言をした事実は確認できなかっ

た。また、加害者とされる側の学生も謝罪をしており、学生Aの保護者の訴える内容と学

校側の認識とは大きく異なっている。

このような場合、学校としてはどのように対応をしたらよいか。

 弁護士による提言

学校側としては、学校として把握している事実関係を前提に対応をすることになります。被害学

生Aの保護者の認識している事実が、学校側の認識と異なるのであれば、この点を丁寧に説明する

ことが大切です。

もっとも、口頭の説明では理解を得にくいことも想定されますので、書面による回答も積極的に

検討するとよいでしょう。

	 パワーハラスメントの訴えがあった場合の対応について

教員によるパワーハラスメントがあったか否かを検討する上で、まずは客観的事実関係の把握が

重要となります。具体的な方法については【事例1】を参照してください。学校の調査の結果、被

害学生Aが保護者に訴えた事実が学校側で認識する事実と異なるのであれば、その点を丁寧に説明

することになります。教員において「あなたのすべてが悪い、何から何まで全部できない。」「あな

た頭がおかしいから仕方がない。精神科を受診しなさい。」などの発言をした事実がないのであれ

ば、この点については明確に否定する必要があります。
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もっとも、被害学生からの話を信じている保護者において、学校側の説明を受け入れるとは限り

ません。このような場面では、書面にて学校としての見解を明確に伝えることも検討するとよいで

しょう。

ところで、いわゆる「いじめ」の背景には、様々な要因があります。中には被害者とされる側に

問題行動が見られる場合もあります。しかし、そのことをもって「いじめ」を正当化することが

あってはなりません。学校としては、いかなる理由があるとしても「いじめ」は許さないという姿

勢で対応することが肝心です。教員としては、双方の言い分を確認して公平に対応したつもりで

あったのでしょうが、今回の事例では双方に謝罪をさせて問題の収束を図ったことで、学生Aに不

満を抱かせてしまった可能性も窺われます。そもそも、いじめが疑われる事案で、被害を訴える学

生と加害者とされる学生とで直接の話合いをすることが適当であったのかという方法論も問題にな

り得ます。

今回のケースで対応した教員は、同じ学校の仲間であるので教員が間に入って話合いを行うこと

で、学生間のわだかまりをなくすことができると考えたのかもしれません。双方が謝罪をして仲直

りができることもあるでしょう。もっとも、謝罪は自発的なものですので、事案解決のためとはい

え、謝罪の意思のない学生に謝罪を求めることは強要と評価されるおそれがあります。

結果的に、学生Aが保護者に不満を述べていることからすると、教員の上記のような目的や考え

は当該学生には十分に伝わっていなかった可能性があります。学生Aの訴える被害内容にもよりま

すが、状況によっては正式に「調査委員会」を設置するなどして、被害者側、加害者側とされる学

生だけでなく、状況を知りうる関係者からの事情聴取、その他客観的な資料の収集を行い、いじめ

の有無の確認を行うことも検討されるとよいでしょう。また、調査には一定期間を要しますので、

その間に被害を訴える学生への配慮も必要になります。グループメンバーの再編、その他の環境整

備ができないかなども検討されるとよいでしょう。

	 マスコミへの備え

学校側として、パワーハラスメントの事実があれば、その非を認めて謝罪するのは当然です。し

かし、パワーハラスメントの事実がないにもかかわらず、マスコミへのリークをおそれて、保護者

の要望を受け入れることがあってはなりません。

学生Aが訴える内容が全くの事実無根であれば、この点を書面にて明確に回答しておくことはマ

スコミ対応としても有効な手段です。通常、マスコミが一方当事者である学生側の訴えのみで記事

にすることはなく、学校側にも取材申込みがあります。その際、学校側としての認識は学生側の認

識と異なっており、学校側の認識については既に学生側に書面で交付していると回答することで、

マスコミの側にも学生側の認識と学校側の認識に齟齬があることが伝わり、より慎重な取材が行わ

れるはずです。その結果、少なくとも学生側の一方的な認識だけに基づいた記事が公表されること

は回避できます。
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第2章　学生への懲戒手続について

弁護士　蒔田 覚　

 はじめに
看護を中心とした医療・福祉系養成施設や専門学校および大学（以下「学校」といいます）にお

いて、入学した学生には講義や実習を受ける権利があり、学校側には講義や実習を提供する義務が

あります。また、講義や実習を受ける学生が「人格形成過程」にあることから教育的配慮も重視さ

れます。

最近の権利意識の高まりにより、学生側の権利ばかりが強調される向きもあります。しかし教育

は双方向性のものであり、学生側の積極的な取組みがなければ十分な教育効果は挙げられませんの

で、指導や注意を行うことは当然に許容されます。また適切な指導や注意を怠り、特定の学生のわ

がままを許した場合には、他の学生の教育を受ける機会を喪失させかねません。懲戒権は、教育施

設としての学校において当然に内在している自律機能といえます。

 学校が行う懲戒の法律上の根拠
学校教育法第11条は、「校長および教員は、教育上必要があると認めるときは、文部科学大臣の

定めるところにより、児童、生徒および学生に懲戒を加えることができる。ただし、体罰を加える

ことはできない」と規定し、教育上の必要がある場合に「懲戒」を許容しています。

具体的な懲戒の内容として、①退学、②停学、③訓告などが挙げられます（同法施行規則第26

条第2項参照）が、他にも退学勧告、謹慎、さらには特別指導、注意や叱責などの法的効果を伴わ

ない事実上の行為も、広い意味での「懲戒」の内容に含まれます。

そして法的効果を伴う懲戒の対象となるのは、ア）性行不良で改善の見込がないと認められる

者、イ）学力劣等で成業の見込がないと認められる者、ウ）正当の理由がなくて出席常でない者、

エ）学校の秩序を乱し、その他学生又は生徒としての本分に反した者です（同法施行規則第26条

第3項参照）。

なお公立の教育機関において中学生以下の者に対する「退学」処分は禁止されています（同法施

行規則第26条第3項参照）が、これは「義務教育」という性格に配慮したものです。当然のことな

がら、学生に対しては退学を含む全ての懲戒処分を行うことが可能です。

 懲戒処分の性格
「懲戒」には、①教育的配慮および②学校の秩序維持という2つの側面があります。①の教育的

配慮も、ⅰ）当該学生に対するものと、ⅱ）他の学生に対するものとがあり、後者の側面を強調す
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れば②学校の秩序維持に近づくことになります。

懲戒処分のうち法的効果を伴わない事実上の行為である特別指導、注意や叱責は、主として当該

学生に対する教育的配慮に基づくものといえるでしょう。

これに対し、法的効果を伴う懲戒である訓告、停学、退学は、教育を受ける地位や権利、在学関

係や身分に変動をもたらすものであり、当該学生に対する教育的配慮という側面はあるものの、学

校の秩序維持という色彩が濃くなります。特に「退学」処分は、学生の身分を「はく奪」する重大

な措置であること、当該学生にとっての教育的効果は期待できないことから、他の懲戒処分とは、

その性格が大きく異なっているといえるでしょう。

 懲戒手続で留意すべき点
学校教育法施行規則第26条第3項第4号では、「学校の秩序を乱した」あるいは「学生としての本

分に反した」行為があった場合の懲戒を認めています。

学校においては、学則上、簡単な懲戒規定があるものの、その「実体要件」や「手続要件」を規

定した「懲戒規程」や「懲戒規則」までは設けてはおらず、これまでの慣行や慣例に倣った処分を

行っていることも多いようです。

しかし懲戒処分は、教育的効果があるとはいえ、当該学生にとっては不利益処分です。そのた

め、①訓告、②停学、③退学などの具体的処分を行うにあたっては、適正手続の保障が求められま

す。この点で「告知聴聞（弁明）」の機会を与えずに懲戒処分をすることがあってはなりません。

また、どのような行為が「懲戒事由」に該当するのか、また当該行為に対応した「懲戒処分」の内

容を事前に明らかにしておくことが望ましいといえます。さらに処分の公平性・相当性の観点か

ら、過去の同種事例に比して、著しく重い処分を課すことは問題といえるでしょう。

 懲戒手続の手順
①懲戒事由の有無の調査

懲戒事由に該当する行為が疑われた場合には、その事実の有無を確定することになります。調査

の結果、懲戒事由に該当する行為が認められれば懲戒処分を検討することになります。逆に、（疑

わしい行為があったとしても）その存在が認められないという場合には懲戒処分は行えません。

調査では関係者への聴き取りが中心となりますが、その正確性を担保するために、聴取内容を

「録音」することや、具体的事実関係を記載した「報告書」の提出を求めてもよいでしょう。また

裏付けとなる客観的な資料（証拠）がある場合には、これも収集しておく必要があります。

なお当該学生の名誉にも関わるものですので、調査の過程においては、そのプライバシーにも配

慮した対応が求められます。

②告知聴聞の機会の保障
処分に先立ち、学校側が把握している事実関係を学生側に告知し、その弁明の機会を与えること

が求められます。学生側の言い分を丁寧に聴取することで、より事実関係が明確となりますし、実
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態に即した処分が可能となります。

なお、これは「機会」の保障であって、学生側に告知聴聞に応じる「義務」はありません。「告

知聴聞」の機会を与えたにもかかわらず、学生がこれに応じない場合には、それを前提に処分内容

を検討すれば足ります。

③処分内容の検討
学則に照らして、当該事実に対応した処分を行うことになります。懲戒事由と懲戒処分との対応

関係について明確な規定を設けている場合には、これに従うことになります。このような規定がな

い場合であっても、一般には①訓告、②停学、③退学という順序で、その処分が重くなると考えら

れます。特に退学処分は学生の身分をはく奪する重大な措置であることから、「退学させることが

教育上やむを得ないと認められるなど重大な事由」の存在が求められます。懲戒処分が合理的な裁

量の範囲内にある限り、これを尊重するのが裁判所の基本的な立場ですが、「社会通念上の合理性」

を欠いた場合には、裁量を逸脱したものとして処分が無効となる場合もありますので注意が必要で

す。

なお懲戒処分の必要性、処分内容の相当性を判断する際には、以下の要素を考慮することになり

ます。

＜判断要素＞

①当該行為の軽重

②本人の性格および平素の行状

③行為の他の学生に与える影響

④訓戒的効果

⑤不問に付した場合の一般的影響等の諸般の要素

1回の行為自体で退学となるような悪質な行為であれば直ちに「退学」という選択もありますが、

軽微な学則違反を繰り返す場合には、まずは比較的軽い処分を選択し、その後の改善状況を確認し

つつ、徐々に重い処分を検討することになります。

 結び
最近では、指導や叱責がパワーハラスメント（アカデミックハラスメント）として評価されるこ

とを心配し、指導や叱責を控える指導者も増えているようです。しかし、教育機関である学校にお

いて適切な指導を控えることは本末転倒です。

良質な教育環境を整えることは、学生に対する学校の責務です。また懲戒権には、法律上の根拠

があります。まずは教育的配慮の観点から適切な指導を行い、これに応じない場合には、懲戒処分

を行うなどの対応が検討されてよいでしょう。
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第3章　単位認定と評価をめぐる学生との 
紛争対応について

弁護士　蒔田 覚　

 はじめに
看護系大学・学校・看護師等養成校（以下「看護学校」と言います）の卒業は、看護師国家試験

の受験資格となっています。そして、卒業の認定を受けるには、講義・実習等についての単位認定

を受ける必要があり、単位認定においては専門職である看護師としての必要な知識・技術の修得が

求められます。以下、看護学校を中心に言及しますが、ここで述べることは他の医療系学校におい

ても基本的に妥当します。

看護学校の場合には、一般の大学や専門学校とは異なって必修科目が多いこと、各単位の結びつ

きが強く、前提となる単位が未履修となるとその後の履修が制限されるなどの特徴があります。必

要な単位認定が得られずに結果として留年と扱われると、卒業が1年遅れることになりますので学

生や保護者の単位認定への関心は非常に高いものがあります。

専門職としての看護師を養成するための教育機関である看護学校では、筆記試験に加えて実習な

どの実技が不可欠です。実習は、学生が病院や診療所に赴いて、患者に対して看護職者の立場での

臨床を体験し、学内で学んだ知識・技術・態度の統合を図りつつ、看護実践能力の基本を身につけ

るものであり看護師養成の中核をなすものですが、筆記試験に比して評価が難しいこともあり、単

位認定がなされなかった場合に学生側が不満を抱くリスクが高いといえます。

単位認定に不満を抱いた学生側からは、教員の指導方法を巡って、パワーハラスメント（アカデ

ミックハラスメントやセクシャルハラスメントなど）が指摘されることもあり、その対応に苦慮す

る看護学校は少なくないようです。

そこで本稿では実習科目について、学生が教員らに対して適切な指導を行わないために単位を取

得することができなかった等として損害賠償を求めた裁判例（東京地方裁判所、平成26（2014）

年4月17日判決）を題材に、単位認定（留年）を巡るクレーム対応について解説します。

 成績評価をめぐる事例紹介

社会人経験のある学生Aが、B看護学校において必修とされる実習科目である基礎看護学実習を

履修し、心臓疾患（心不全）を有する80歳代の男性患者を担当した。本件実習は、5、6名の学生

を一つのグループとし、これをC教員が担当して指導した。

学生同士のグループカンファレンスにおいて、学生Aが本件患者について報告したところ、他の

学生から異なる観点による指摘を受けた。学生Aと他の学生の意見のやり取りは平行線をたどり、
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本件実習科目の履修方法として意図していたような意見交換にはならなかった。

学生Aは、C教員の指導が不十分であるとしてその改善を求める旨記載した指導改善請求書を作

成し、B看護学校に提示した。そこでB看護学校では、学生Aの学習状況、患者の安全および他の学

生の学習支援等を考慮して、学生Aに対し、C教員ではなくD教員が1対1で指導を行い、必要に応

じてE教員も指導に加わる特別支援体制を組むこととし、同体制に基づく指導を始めた。

学生A は、本件実習科目について100点満点中74点とする自己評価表を提出したが、B看護学校

は100点満点中33点と評価し、不合格となった。

その後、学生Aからの補習実習願を受けてB看護学校では補習実習を行うこととした。学生Aは、

本件補習実習を踏まえ、本件実習科目の自己評価を87点とする自己評価表を提出したが、B看護学

校は、本件補習実習における学生Aの取組みや看護過程の実施状況に鑑み、その評価を100点満点

中48点とした。学生Aは、本件実習科目について、再度、不合格となった。

学生Aは、本件実習科目について具体的な指導や説明をしないという指導放棄、不当な低評価等

のアカデミックハラスメントを受けたために本件実習科目について合格点をとることができなかっ

たと訴えて再履修を求めたが、B看護学校は本件補習実習における教員らの指導が適切であったこ

と等を記載した書面を交付して、本件実習科目の再履修を承認しなかった。その結果、学生Aの留

年が確定した。

そこで、学生AはB看護学校に対し損害賠償を求める裁判を提訴した。

 事例の解説―なぜ学生の主張がしりぞけられたのか？
紹介の裁判例では、学生Aの損害賠償請求はしりぞけられました。この裁判では、まず、実習科

目につき「看護過程のプロセスを用いて、患者の日常生活への援助が実施できることを目標として

いること」「看護過程は、①患者の情報収集・分析を行うアセスメント、②これに基づく看護診断、

③診断に基づく計画立案、④看護・援助の実施、⑤実施した看護の評価、⑥評価を前提とした再ア

セスメントの各構成要素から成り立つ」ことなどが確認されました。

続いて、看護学校の教員は、学生に対し、逐一、看護過程に係る知識や技術について指導や説明

をすることをせず、学生自身が既に取得している知識や技術に基づいて行動するように患者の安

全、安楽の確保の観点から促し、必要最低限の指導のみを行うこととされていることなどが確認さ

れました。

つまり本件実習科目の履修に当たって、学生は自らの知識を用いて担当患者の日常生活をどのよ

うに支援していくか、これを実現するためにどのような情報を収集し、整理していくべきかといっ

たことを自発的に考察し、実践していくことが期待されるのであって、個別の場面において担当教

員から具体的な指示を受けることまでは予定されていないということになります。

このような視点は、実習における単位認定の可否を考える上で重要なものです。学生Aは具体的

な指導や改善策の提示があれば、それに従って本件実習科目に必要な対応をすることができた旨の

主張もしたようですが、教員の具体的な指示に従った対応をすることは、本件実習科目の目的に沿

うものとはいえないとして、この点に関する主張も認められませんでした。
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 指導が適切に行われるために
本事例のように、学生側からは単位認定と教員側の指導の問題とを関連づけて不満が述べられる

ことがあります。学校としては、単位認定の問題と教員側の指導に関する問題とを明確に区別して

対応をすることが大切です。学生が学校の求める単位認定の水準に達していないのであれば、いか

なる理由があるにせよ単位認定はできません。

パワーハラスメント（アカデミックハラスメントやセクシャルハラスメントなど）などの訴えに

ついては、学生の修学環境を整えるという観点から別途検討する必要があります。しかし、そのこ

とのみを理由として、単位認定の水準に達していない学生に単位を認定することがあってはなりま

せん。

単位認定に対するクレームをなくすためには、実習要綱において具体的到達目標を明確に記載す

るだけでなく、実習前指導において実習評価や単位認定の方法を繰り返し説明し、実習目標や到達

度の評価について学生の理解を得ることが望まれます。

また実習の中で評価基準に基づき学生自身に自己評価をさせることも有効な手段です。学生に中

間評価を行わせた上で教員と面談をするなどの工夫により、教員の求める水準を学生側に理解させ

ることで、教育効果だけでなく、クレーム防止にも繋がります。特に中間評価において学生側の認

識と学校側の評価とが大きく食い違うような場合には、その齟齬が生じている原因や理由につい

て、学生側によく説明し理解を得ることが大切です。

この点を疎かにしますと、学生において到達目標を理解しないまま不満を増大させるだけの結果

となりかねません。そこで、この面談においては学生側の言い分にも十分耳を傾けることが求めら

れます。教員側の視点のみを押しつけますと、学生は自身の問題点が理解できずに目的とする教育

効果を得られませんので、学生側の視点にも配慮しつつ、実習における到達目標についての理解を

促すことが理想です。

 学生の自己評価と学校による評価の違い
学生による自己評価は、学生が考える自身の到達度について教員側が理解し、その後の教育に活

かすためのものですので、学生の自己評価が教員の評価と異なるからといって、自己評価の内容を

書き換えさせるようなことがあってはなりません。このような対応をしますと、そのこと自体がパ

ワーハラスメントに該当することにもなりかねませんので、ご注意ください。

単位認定の可否は、学生側の認識いかんにかかわらず担当教員が判断するものですので、結果と

して単位認定の水準に達しなかったとすれば、単位認定をしないという結論になります。紹介した

裁判事例でも本件実習科目についての学生側の認識と教員側の認識とは大きく異なっていますが、

そのことのみにより単位認定が影響を受けることはありません。

単位認定については担当教員の裁量が大きく働きますが、裁量を逸脱したと評価される場合に

は、本件裁判例のように損害賠償が求められる可能性があります。そこで学生側の認識と教員側の

認識とが大きく異なるような場合には、具体的にどこに問題があったのか、なぜ単位認定ができな

いのかを客観的に説明することができるだけの資料の準備に努めることが肝心です。
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また本事例においてB看護学校では、D教員が1対1で指導を行い、必要に応じてE教員も指導に

加わる特別支援体制を組み、さらに補習実習を行うなどの配慮もしています。各学校の実情にもよ

り難しい点はあるかもしれませんが、このような対応をしておくことは、法的紛争に至った場合

に、学校側に有利な事情として斟酌されますので、積極的に検討をされるとよいでしょう。

 看護倫理と実習評価
筆記試験における不正行為と同様に、実習中に守秘義務違反、その他看護倫理に反する行為が

あった場合の実習評価が問題となり得ます。単位認定は、実習要綱に定める実習の目的、目標を達

成できたか否かという客観的基準にて判断することが基本です。実習において看護倫理に違反する

ような行為が許されないことは学校側にとっては当然のことであっても、未熟な学生において理解

が不十分なことも少なくありません。

そこで看護学校として将来看護師になるものとしての品位や倫理観をも重視するのであれば、実

習要綱に「守秘義務違反その他倫理に反する行為があった場合には当該単位認定をしない」あるい

は「単位認定をしないこともあり得る」ということを明確に記載しておくとよいでしょう。

また要配慮個人情報である患者情報の取り扱いについて十分注意するという指導がなされていた

としても、匿名化されているとしてソーシャルメディア（SNS）へ投稿する学生も存在するようで

す。匿名化が不十分の場合には個人情報の漏えいと評価されかねませんし、仮に完全な匿名化がで

きていたとしても、SNS を見た患者やその家族が不快感を抱くような場面もあるでしょう。

実習に関する情報をSNSに投稿しなければならない必要性は乏しいことからしますと、「SNSに要

配慮個人情報に限らず実習に関する一切の投稿を行わない」と実習要項に記載し、実習に関する情

報をSNSに投稿することそれ自体が単位不認定の要素となり得ることを予め学生側に伝えるなどし

ておくとよいでしょう。このような指導は、将来看護師になろうとする学生に対して看護師として

の倫理観を涵養する上でも大切です。

 留年を巡るクレーム対応について
学生や保護者からのクレームを恐れ、単位認定や実習評価を歪めるようなことがあってはならな

いのは当然です。もっとも学生の自己評価と単位認定が大きく異なる場合や不合格として再履修と

するような場合には、恣意的な評価や運用がなされたとの誤解を招かないように、 ①実技の評価基

準や、 ②当該学生がその評価基準を満たしていないことについて、説明できるだけの資料を整える

ことが望まれます。学生や保護者から単位認定に対するクレームがあったとしても、学校側として

は、実習要綱、その他評価の基礎となった客観的資料を示しつつ、その判断の正当性を説明すれば

必要にして十分です。

学生側の納得を得るのが理想ですが、理解が得られずに並行線というのも1つの結論です。なお、

このような場合には学校側の見解が学生側に十分に伝わっていないこともありますので、誤解を招

かないよう書面にてその見解を伝えておくなどの工夫も検討されるとよいでしょう。
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第4章　�トラブル発生時の当会の取り組みと�
「学校教育活動賠償責任保険」のご案内

1．争訟に発展させないために

 「学校教育活動賠償責任保険」にご加入いただいている学校において、学生や保護者等とトラブ

ルが発生した場合の当会の取り組みとその流れ。

クレーム・トラブルの内容を当会までご報告ください。
　  0120-863755　　　Fax 0120-782279　　　担当：「Will」事務局　石井英雄

Step 1

クレーム・トラブルに沿って、その分野の専門弁護士をご紹介いたします。

Step 2

クレーム・トラブル対応や調査等について弁護士からアドバイスを受けてください。
内容によっては、弁護士が学校に出向くことがあります。

Step 3

できるだけ争訟に発展させないために、具体的なアドバイスを求めてください。
•クレーム・トラブル解決のための具体的対策のアドバイス
•調査委員会・第三者委員会等を設置する場合のアドバイス
•文書等によるクレームに対する回答書の作成に関するアドバイス
•監督官庁等の第三者に文書を提出する場合、その内容についてのアドバイス　など

ご注意いただきたい事柄



42

2．民事的解決の流れ

クレーム・トラブルを民事的に解決する場合は、一般的に次のチャートの流れで解決を図ってい

きます。このため、最初の「話し合い」における対応が極めて大切で、適切で素早い行動がもとめ

られます。

民事的解決の流れ

話し合い

収　束

示談（和解）

決裂争訟化

訴　訟

調　停

仲　裁

判　決

和　解

3．争訟が具体化した場合
クレームを申し立てた学生又は保護者（「相手方」と言います）から、金銭等の具体的な請求が

提示された場合

①学校側に全部または一部責任があることが明白な場合で、かつ相手方の請求内容が妥当と考えられるとき

⇒話し合いにより合意すれば示談書を交わす

②学校側に全部または一部責任があることが明白であるが、相手方の請求内容が過大であると考えられるとき

⇒話し合いにより妥当な内容に縮小を求める

⇒話し合いがまとまったとき ⇒示談書を交わす

⇒話し合いがまとまらなかったとき ⇒相手方の請求を拒否

③学校側に責任がないと考えるとき

⇒話し合いにより説得

⇒説得できたとき ⇒終了（できれば確認書を交わす）

⇒説得できなかったとき ⇒相手からの請求を拒否

④相手方の請求を拒否した場合

⇒相手方から調停の申し立て、または訴訟の提起等がなされる可能性があります

以上、いずれについても法律の専門家である弁護士に依頼して進めるのがよいでしょう。①の場

合であっても、請求内容が妥当か否かの判断は法令に基づくことになりますし、紛争の再燃を防止

するためには示談書の内容を法的にしっかりしたものにしておく必要があります。
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4．「学校教育活動賠償責任保険」のご案内
「学校教育活動賠償責任保険」は、主として教育活動におけるトラブルが養成施設と学生やその

保護者などとの話し合いで決着せず争訟になり、その結果、養成施設に損害賠償責任が発生した場

合に備えた保険です。

●ご加入いただける養成施設

　①総合補償制度「Will」にご加入いただいている医療・福祉系養成施設。

　②原則として養成施設単位ですが、学部単位・学科単位でもご加入いただけます。

●保険金をお支払いする場合

この保険は、学校教育活動の遂行または侵害行為に起因して、被保険者（養成施設）に法的賠

償責任が発生した場合に、保険金をお支払いします。

●保険金のお支払い対象となる事例

〇留年が不当として、学生の保護者から担当教員が訴えられた。

〇いじめが原因で転校を余儀なくされたのは、学校に責任があるとして損害賠償請求された。

〇学生同士のトラブルで教職員が一方の学生を擁護し、他方の学生の責任を追及。追及された学

生から人格権侵害であると学校が訴えられた。

〇進路指導の際の男性教員の発言がセクハラに相当するとして、女性学生から学校が損害賠償を

求められた。　など

●被保険者（この保険において補償をうけることのできる方）の範囲。

①養成施設　　　②養成施設の役員（理事・監事など）　　　③養成施設の教職員および使用人

●お支払いする保険金の内容

①法律上の損害賠償金　　　②損害賠償に関わる費用　　③初期対応費用

④コンサルティング費用　　⑤犯罪被害者対応費用　　　⑥災害被災者対応費用

●保険期間　　2025年3月31日午後4時～ 2026年3月31日午後4時までの1年間

（月単位での中途加入も可能です。）

●保 険 料　　養成施設（または学部・学科）の全学年の募集定員により算出します。

保険料のお見積りは、下記代理店までご用命ください。

詳しい資料のご請求・お問い合わせ先

取扱代理店　　　㈱メディクプランニングオフィス　 0120-863755
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資　料
「学校教育活動賠償責任保険」で保険金・共済金が支払われた事例

事故の概要 支払われた保険金・共済金の内容
教員との雇用に関するトラブル

Ａ	� 看護専門学校が同校の非常勤講師との雇用契約につい
てトラブルになり、弁護士にその対応を委嘱し解決を
図った。協議の結果、損害賠償金を支払うことで示談
により解決した。示談により発生した損害賠償金等を、

「学校教育活動賠償責任保険」の保険金と当会の共済
金で支払った。

支払い総額	 2,611,504円
保険金対応
　◦損害賠償金	 1,900,000円
　◦弁護士費用	 611,504円
共済金	 100,000円

職員の過失によるトラブル
Ｂ	 看護専門学校で学内の手違いにより、看護師国家試験

の受験に必要な書類を期限に提出できず、受験できな
かった。保護者から受験のために要した費用の返却を
求められ、応じることになった。7名分の返却費用を、

「学校教育活動賠償責任保険」の保険金と当会の共済
金で支払った。

支払い総額	 366,726円
保険金対応	 266,726円
　◦受験料
　◦宿泊費
　◦交通費
共済金	 100,000円

教員のハラスメントに関するトラブル
Ｃ	 専門学校に在籍する学生から同校に対して、教員から

のパワーハラスメントにより精神的苦痛を受けたとし、
損害賠償請求を裁判所に提訴された。同行は弁護士を
委嘱し応訴した。応訴に要した弁護士費用等を、「学
校教育活動賠償責任保険」の保険金と当会の共済金で
支払った。

支払い総額	 915,512円
保険金対応	 815,512円
　◦損害賠償金	 300,000円
　◦弁護士費用	 508,000円
　◦実費	 7,512円
共済金	 100,000円

教員のハラスメントに関するトラブル
Ｄ	 看護専門学校で、同校に在籍する学生の代理人弁護士

から同校に対して教員によるハラスメントの訴えがあっ
た。ハラスメントの調査と当該教員の処分等を要求さ
れたため、同校は弁護士に委嘱し解決を図った。当該
案件に要した弁護士費用を、「学校教育活動賠償責任
保険」の保険金と当会の共済金で支払った。

支払い総額	 212,246円
保険金対応	 112,246円
　◦弁護士費用
共済金	 100,000円

教員のハラスメントに関するトラブル
Ｅ	 専門学校の学生が、実習中に就職活動を行っていた。

担当教員はこの行為を問題視し、当該学生に対して留
年を示唆。このため、学生は精神的苦痛を覚え「うつ
病」と診断された。後日、学生は教員から不当なハラ
スメントを受けたとし、学校に損害賠償を求めてきた。
学校は弁護士に委嘱し解決を図った。この弁護士費用
を、「学校教育活動賠償責任保険」の保険金と当会の
共済金で支払った。

支払い総額	 486,000円
保険金対応	 386,000円
　◦弁護士費用
共済金	 100,000円

教員間のトラブル
Ｆ	 専門学校を退職した教員の代理人弁護士から、当該教

員の退職理由は学科長から不当に処分されたことにあ
るため、損害賠償請求を行うという連絡があった。同
校は弁護士を委嘱し対応した。解決に要した弁護士費
用を、「学校教育活動賠償責任保険」の保険金と当会
の共済金で支払った。

支払い総額	 628,000円
保険金対応	 528,000円
　◦弁護士費用
共済金	 100,000円

＊�当会の共済⾦は、「学校教育活動賠償責任保険」の保険⾦の⽀払いが免責となっている部分を補
充するものとして⽀払っています。
＊�事例の内容については個人情報保護のため、一部に変更を加えてあります。
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